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流域治水プロジェクト２．０への展開
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流域治水プロジェクト２．０事例（仁淀川水系）
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Ｒ５養老川水系流域治水プロジェクト

【千葉県】流域治水プロジェクトの策定状況について（参考資料）
千葉県管理河川における流域治水プロジェクト策定状況図

【参考】プロジェクト策定の進捗状況
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【プロジェクトの新規策定】 【策定済のプロジェクト】



一級水系における取組事例の紹介
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流域治水プロジェクトの主な取組の進展
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全国の流域治水の取組の好事例 ～流域治水全般～

P 3



流域治水施策集
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流域治水関連 国土交通省ウェブサイト
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特定都市河川指定について
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特定都市河川浸水被害対策法の概要（流域治水関連法の中核）
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特定都市河川浸水被害対策法の概要
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特定都市河川の指定要件
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特定都市河川制度に基づく取組み
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特定都市河川浸水被害対策法 適用の主な流れ
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流域水害対策計画、協議会制度
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流域水害対策計画の策定
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特定都市河川の指定により活用できる主な制度・支援（まとめ）
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(1)雨水貯留浸透施設の整備に係る支援制度
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(2)浸水被害対策のための雨水貯留浸透施設の整備に係る特例措置の延長(固定資産税)
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(3)貯留機能保全区域の指定に係る特例措置の創設(固定資産税・都市計画税)
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一宮川水系における特定都市河川の指定内容

P 13

新規
■ 特定都市河川浸水被害対策法
第３条第５項の規定に基づき、
特定都市河川、特定都市河川流域
を以下のとおり指定（R5.10.1）

（１）特定都市河川
一宮川、瑞沢川、埴生川、長楽寺川、
小生田川、佐坪川、鶴枝川、阿久川、
豊田川、三途川、水上川

（２）特定都市河川流域
茂原市、一宮町、睦沢町、長生村、
長柄町、長南町のうち、
右図に示す部分

千葉県ホームページから詳細を確認いただけます。
(1)「一宮川水系における特定都市河川及び特定都市

河川流域の指定について」
https://www.pref.chiba.lg.jp/kasei/tokuteitoshikasen/kasenshitei.html

【準備中】「ちば情報マップ」くらし・環境＞特定都市河川流域
https://map.pref.chiba.lg.jp/pref-chiba/Portal



特定都市河川指定・流域水害対策計画策定のロードマップ（案）
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■ 指定以降のロードマップ（案）
工程実施主体指定河川数代表河川

備考R9～R8R7R6R5
千葉県、
茂原市、一宮町、
睦沢町、長生村、
長柄町、長南町
(6市町村)

11河川
一宮川、瑞沢川、埴生川、
長楽寺川、小生田川、
佐坪川、鶴枝川、阿久川、
豊田川、三途川、水上川

一宮川

指
定 浸水被害対策の実施

計画
検討

計
画
策
定

流域水害対策計画の検討と策定（令和６年度中）
・ 流域水害対策計画 ：流域の浸水被害の防止を図るための対策に関し、
（法第４条） 県及び市町村の長が共同で定める計画

・ 流域水害対策協議会：計画の作成や実施に係る連絡調整のための法定組織
（法第７条）

⇒ 令和５年１０月１日から
一宮川流域においても法定協議会が設置

令和５年１０月１日



特定都市河川の指定に関する課題
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① 市町村長と地元地域の了解
・ 総意としての合意のための、分かりやすい資料とメリットの提示
・ 流域治水に取り組む機運の上昇

② 雨水浸透阻害行為の許可手続きに関する実務、人員体制
・ 許可手続きに関する技術基準の作成や関係法令手続きとの連携・調整
などが必要
（対外的だけでなく、内部（県・流域市町村）でも十分な周知期間が
必要）

・ 窓口事務を担当する人員体制の構築が必要



（参考）雨水浸透阻害行為の許可について
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〇令和5年10月1日に一宮川流域が特定都市河川流域に指定されることにより、雨水浸透阻害行為
（面積1,000m2以上）に対して、知事の許可が必要になり、雨水貯留浸透施設の設置が義務付け
られます。
（開発行為などの雨水浸透阻害行為を禁止するものではなく、雨水浸透阻害行為により雨水が地面に
浸透しなくなる分について、流出を抑制する対策を求めるもの）

雨水貯留浸透施設の事例
（表面貯留の場合）

雨水を
貯留

■ 雨水浸透阻害行為の例(既に宅地等の場合､規制対象とならない)

① 「宅地等以外の土地」を「宅地等」に
するために行う土地の形質の変更

② 「宅地等以外の土地」への
「太陽光発電施設」の設置

③ ローラー等により
土地を締め固める行為

④土地の舗装
（不透水性の材料で覆うこと）

「宅地等」に含まれる土地：宅地、池沼、水路、ため池、道路、鉄道、飛行場
「宅地等以外の土地」：山地、林地、耕地、原野等（注：太陽光発電施設は宅地に該当）

雨水を貯留・浸透させる対策が 必要
です。

■ 対策工事の例

耕地 → 宅地 耕地 →
太陽光
発電施設

原野 → 資材置場
(未舗装)

→ 駐車場資材置場
(未舗装)

特定都市河川浸水被害対策法に基づく雨水浸透阻害行為の許可申請手続きについては
「雨水浸透阻害行為の許可申請の手引」を千葉県ホームページに掲載。
https://www.pref.chiba.lg.jp/kasei/tokuteitoshikasen/kasenshitei.html



令和５年４月 千 葉 県

気候変動の影響による水災害の激甚化・頻発化等を踏まえ、堤防の整備などの従来の治水対策をより
一層加速するとともに、集水域から氾濫域にわたる流域に関わるあらゆる関係者（国・県・市町村・
企業・住民等）が協働して、水災害対策を総合的かつ多層的に取り組むものです。

【 問合先 】
⚫田んぼダムについて
千葉県農林水産部 農地・農村振興課 ☎043(223)2782 耕地課 ☎043(223)2859
⚫流域治水について
千葉県県土整備部 河川整備課 ☎043(223)3172
⚫田んぼダムの支援制度について
多面的機能支払交付金:各市町村農政関係課
多面的機能支払交付金及び農業農村整備事業:

千葉農業事務所 基盤整備課 ☎0436(21)0127 東葛飾農業事務所 指導管理課 ☎04(7143)4124
印旛農業事務所 指導管理課 ☎043(483)1131 香取農業事務所 指導管理課 ☎0478(52)9194
海匝農業事務所 指導管理課 ☎0479(72)1559 山武農業事務所 指導管理課 ☎0475(54)1124
⾧生農業事務所 指導管理課 ☎0475(25)1143 夷隅農業事務所 指導管理課 ☎0470(62)2156
安房農業事務所 指導管理課 ☎0470(22)8641 君津農業事務所 指導管理課 ☎0438(22)6250

農地の大区画化・汎用化等の基盤整備を行う農地整備事業等において、田んぼダムに一定の要件を満たして取り組
む場合に、田んぼダムの導入を促進するための調査・調整活動や畦畔更新・排水口整備等について支援します。
⚫主な事業
農業競争力強化農地整備事業、農地中間管理機構関連農地整備事業、農地耕作条件改善事業
※以下に示す助成の要件、対象地域、助成単価は、「田んぼダム」の取組支援を受けるための要件等を記載したものであり、
本体事業実施の要件・対象地域等は別に定められており、事業ごとに異なりますので、要綱・要領等を確認してください。
⚫助成の要件
・田んぼダムの取組等を定めた水田貯留機能向上計画を策定すること。
・受益面積の５０％以上で水田貯留機能の向上に向けた取組が実施または実施見込みであること。
⚫対象地域
以下のいずれかの流域治水対策を実施する区域
・流域治水プロジェクトが策定・公表された水系又は当該年度中に策定・公表される見込みの水系で実施するもの。
・治水協定の締結が完了している水系又は当該年度中に
締結される見込みの水系で実施するもの。

・地方自治体が策定・締結する防災に係る計画・協定に
位置づけられたもの又は当該年度中に位置付けられる
見込みのもの
⚫主な助成単価

地域が共同で行う多面的機能を支える活動や、地域資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る活動を行う
多面的機能支払交付金の活動組織等が、市町村が策定する水田貯留機能強化計画に基づき、田んぼダムに一定の
要件（資源向上支払（共同）の交付を受ける田面積全体のうち５割以上等）を満たして取り組む場合に、資源向
上支払（共同）に単価の加算(田400円/10a※)を行います。

多面的機能支払交付金

※資源向上支払（共同）を
５年間以上実施、または⾧
寿命化のための活動に取り
組む地区は田300円/10a
※要件を満たす限り、加算
措置は次期の事業計画期間
においても適用

工種 事業内容等 助成単価
（令和5年度単価）

畦畔更新 畦畔築立(ﾊﾞｯｸﾎｳ) 14.5万円/100m等

排水口整備 土工,附帯工(桝据付工) 4.0万円/箇所等

水田貯留機能
向上支援

（条件改善推進費）

水田貯留機能向上に向
けた地元調整に関する
調査・調整活動

単年度当たり
300万円迄

農業農村整備事業

住宅街の浸水状況

田んぼの湛水状況

茂原市国府関環境保全会

佐倉市飯田環境保全会

⾧南町下小野田環境保全会

国土交通省カワナビから抜粋

地域で工夫しながら
取り組まれている
「田んぼダム」

「流域治水」の一つとして、
営農しながら取り組むこと
ができる「田んぼダム」の
取組が注目されています。

茂原市柴名・上太田環境保全協議会

白子町南白亀環境保全会

茂原市早野地域資源保全会

茂原市早野地域資源保全会

r.mtsi
テキストボックス
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取組を実施して
いる水田の排水
路で効果が発揮
されます。

「田んぼダム」は、水田が持つ貯水
機能を利用し、大雨が降った際に一
時的に水を貯め、時間をかけて排水
することで、排水路や河川の水位上
昇を抑え、洪水で溢れる水の量や範
囲を抑制し、被害を軽減することが
できる取組で、営農しながら取り組
むことができます。

落水口に流出量を調整するための堰板や、小さな穴の開いた調整板などの器具を取り付けることで、水
田に降った雨水を、時間をかけてゆっくりと排水することができます。そのため、一気に排水路や河川
に水が流れ込むのを抑えることができます。
想定する降雨や落水口にあった流量調整器具が必要です。

水田からのピーク排水量を抑制し、排水路や河川の水位上昇を抑制することで、排水路や河川からの浸
水量や浸水面積を軽減する効果に繋がります。

「田んぼダム」未実施
・浸水面積 20ha
・浸水量 52千㎥

「田んぼダム」実施
・浸水面積 13ha
・浸水量 32千㎥

シミュレーションによる浸水量や浸水面積の軽減効果（栃木市）

①合意形成と田んぼの選定
作物の生産に影響を与えない範囲で、農業者の協力を得て「田んぼダム」に取り組みます.

②畦畔や排水桝の点検と補修
十分な高さ(30ｃｍ程度)のある堅固な畦畔が必要です。

畦畔がやせている場合は、畦畔の再構築など補修をします。
排水桝のつまりや破損の点検、補修を行います。

③排水調整板の設置
営農への負担の少ない、水位調整等に手間がかからない器具を選定し、設置します。

●「田んぼダム」の機能をしっかり発揮させるには、畦畔塗りや草刈り作業など、日常の維持管理も欠
かせません。「田んぼダム」に取り組んでいることを周知するなどし、地域のみんなで取り組んで
いきましょう。

水田からの流出量抑制効果

流出量のピーク
を抑制できる

水位上昇を0.07ｍ
抑制できた

排水路の水位上昇抑制効果

水位調整板

排水桝

流量調整板

「田んぼダム」実施 「田んぼダム」未実施

流量調整板
水位調整板水位調整板

排水桝排水桝

雨水を貯留排水量抑制

流量調整板に
より排水量を
抑制します。

「田んぼダム」実施「田んぼダム」未実施

水位・流量調整板

排水桝

機能一体型

排水桝がない水田では、排水管に
穴やスリットを設けて流出量を調
整することもできます。

田んぼダムを実施している水田の排水イメージ

「田んぼダム」実施「田んぼダム」未実施

雨水を貯留した状態通常の状態
「田んぼダム」実施
（排水量 少）

「田んぼダム」未実施
（排水量 多）

・小規模な降雨では貯留せず、大規模な降雨を貯留します。
・機能一体型より短時間で排水できます。
・板を２枚設置できる排水桝または専用の器具が必要。
・小規模な降雨では貯留しないため、中干し期や稲刈り前
などの水田を乾かす必要がある時期に流出量調整器具を
設置していても、影響を小さくすることができます。

・小規模な降雨から雨水を貯留します。
・機能分離型より排水に時間がかかります。
・通常の排水桝にも設置できます。
・小規模な降雨でも雨水を貯留するため、
中干し期や稲刈り前など水田を乾かす
必要がある時期など、営農への影響が
想定される場合は、一時的に外すことも
必要となる場合があります。

畦畔塗り畦畔の再構築

（出典：農林水産省 農村振興局 整備部「田んぼダム」の手引き）

機能分離型

（出典：農林水産省 農村振興局 整備部「田んぼダム」の手引き）

（出典：農林水産省 農村振興局 整備部「田んぼダム」の手引き）

（出典：農林水産省 農村振興局 整備部「田んぼダム」の手引き）

（出典：農林水産省 農村振興局 整備部「田んぼダム」の手引き）

浸水の軽減

浸水の解消

「田んぼダム」を実
施している地域の
様々な場所に効果が
あります。



取組を実施して
いる水田の排水
路で効果が発揮
されます。

「田んぼダム」は、水田が持つ貯水
機能を利用し、大雨が降った際に一
時的に水を貯め、時間をかけて排水
することで、排水路や河川の水位上
昇を抑え、洪水で溢れる水の量や範
囲を抑制し、被害を軽減することが
できる取組で、営農しながら取り組
むことができます。

落水口に流出量を調整するための堰板や、小さな穴の開いた調整板などの器具を取り付けることで、水
田に降った雨水を、時間をかけてゆっくりと排水することができます。そのため、一気に排水路や河川
に水が流れ込むのを抑えることができます。
想定する降雨や落水口にあった流量調整器具が必要です。

水田からのピーク排水量を抑制し、排水路や河川の水位上昇を抑制することで、排水路や河川からの浸
水量や浸水面積を軽減する効果に繋がります。

「田んぼダム」未実施
・浸水面積 20ha
・浸水量 52千㎥

「田んぼダム」実施
・浸水面積 13ha
・浸水量 32千㎥

シミュレーションによる浸水量や浸水面積の軽減効果（栃木市）

①合意形成と田んぼの選定
作物の生産に影響を与えない範囲で、農業者の協力を得て「田んぼダム」に取り組みます.

②畦畔や排水桝の点検と補修
十分な高さ(30ｃｍ程度)のある堅固な畦畔が必要です。

畦畔がやせている場合は、畦畔の再構築など補修をします。
排水桝のつまりや破損の点検、補修を行います。

③排水調整板の設置
営農への負担の少ない、水位調整等に手間がかからない器具を選定し、設置します。

●「田んぼダム」の機能をしっかり発揮させるには、畦畔塗りや草刈り作業など、日常の維持管理も欠
かせません。「田んぼダム」に取り組んでいることを周知するなどし、地域のみんなで取り組んで
いきましょう。

水田からの流出量抑制効果

流出量のピーク
を抑制できる

水位上昇を0.07ｍ
抑制できた

排水路の水位上昇抑制効果

水位調整板

排水桝

流量調整板

「田んぼダム」実施 「田んぼダム」未実施

流量調整板
水位調整板水位調整板

排水桝排水桝

雨水を貯留排水量抑制

流量調整板に
より排水量を
抑制します。

「田んぼダム」実施「田んぼダム」未実施

水位・流量調整板

排水桝

機能一体型

排水桝がない水田では、排水管に
穴やスリットを設けて流出量を調
整することもできます。

田んぼダムを実施している水田の排水イメージ

「田んぼダム」実施「田んぼダム」未実施

雨水を貯留した状態通常の状態
「田んぼダム」実施
（排水量 少）

「田んぼダム」未実施
（排水量 多）

・小規模な降雨では貯留せず、大規模な降雨を貯留します。
・機能一体型より短時間で排水できます。
・板を２枚設置できる排水桝または専用の器具が必要。
・小規模な降雨では貯留しないため、中干し期や稲刈り前
などの水田を乾かす必要がある時期に流出量調整器具を
設置していても、影響を小さくすることができます。

・小規模な降雨から雨水を貯留します。
・機能分離型より排水に時間がかかります。
・通常の排水桝にも設置できます。
・小規模な降雨でも雨水を貯留するため、
中干し期や稲刈り前など水田を乾かす
必要がある時期など、営農への影響が
想定される場合は、一時的に外すことも
必要となる場合があります。

畦畔塗り畦畔の再構築

（出典：農林水産省 農村振興局 整備部「田んぼダム」の手引き）

機能分離型

（出典：農林水産省 農村振興局 整備部「田んぼダム」の手引き）

（出典：農林水産省 農村振興局 整備部「田んぼダム」の手引き）

（出典：農林水産省 農村振興局 整備部「田んぼダム」の手引き）

（出典：農林水産省 農村振興局 整備部「田んぼダム」の手引き）

浸水の軽減

浸水の解消

「田んぼダム」を実
施している地域の
様々な場所に効果が
あります。



令和５年４月 千 葉 県

気候変動の影響による水災害の激甚化・頻発化等を踏まえ、堤防の整備などの従来の治水対策をより
一層加速するとともに、集水域から氾濫域にわたる流域に関わるあらゆる関係者（国・県・市町村・
企業・住民等）が協働して、水災害対策を総合的かつ多層的に取り組むものです。

【 問合先 】
⚫田んぼダムについて
千葉県農林水産部 農地・農村振興課 ☎043(223)2782 耕地課 ☎043(223)2859
⚫流域治水について
千葉県県土整備部 河川整備課 ☎043(223)3172
⚫田んぼダムの支援制度について
多面的機能支払交付金:各市町村農政関係課
多面的機能支払交付金及び農業農村整備事業:

千葉農業事務所 基盤整備課 ☎0436(21)0127 東葛飾農業事務所 指導管理課 ☎04(7143)4124
印旛農業事務所 指導管理課 ☎043(483)1131 香取農業事務所 指導管理課 ☎0478(52)9194
海匝農業事務所 指導管理課 ☎0479(72)1559 山武農業事務所 指導管理課 ☎0475(54)1124
⾧生農業事務所 指導管理課 ☎0475(25)1143 夷隅農業事務所 指導管理課 ☎0470(62)2156
安房農業事務所 指導管理課 ☎0470(22)8641 君津農業事務所 指導管理課 ☎0438(22)6250

農地の大区画化・汎用化等の基盤整備を行う農地整備事業等において、田んぼダムに一定の要件を満たして取り組
む場合に、田んぼダムの導入を促進するための調査・調整活動や畦畔更新・排水口整備等について支援します。
⚫主な事業
農業競争力強化農地整備事業、農地中間管理機構関連農地整備事業、農地耕作条件改善事業
※以下に示す助成の要件、対象地域、助成単価は、「田んぼダム」の取組支援を受けるための要件等を記載したものであり、
本体事業実施の要件・対象地域等は別に定められており、事業ごとに異なりますので、要綱・要領等を確認してください。
⚫助成の要件
・田んぼダムの取組等を定めた水田貯留機能向上計画を策定すること。
・受益面積の５０％以上で水田貯留機能の向上に向けた取組が実施または実施見込みであること。
⚫対象地域
以下のいずれかの流域治水対策を実施する区域
・流域治水プロジェクトが策定・公表された水系又は当該年度中に策定・公表される見込みの水系で実施するもの。
・治水協定の締結が完了している水系又は当該年度中に
締結される見込みの水系で実施するもの。

・地方自治体が策定・締結する防災に係る計画・協定に
位置づけられたもの又は当該年度中に位置付けられる
見込みのもの
⚫主な助成単価

地域が共同で行う多面的機能を支える活動や、地域資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る活動を行う
多面的機能支払交付金の活動組織等が、市町村が策定する水田貯留機能強化計画に基づき、田んぼダムに一定の
要件（資源向上支払（共同）の交付を受ける田面積全体のうち５割以上等）を満たして取り組む場合に、資源向
上支払（共同）に単価の加算(田400円/10a※)を行います。

多面的機能支払交付金

※資源向上支払（共同）を
５年間以上実施、または⾧
寿命化のための活動に取り
組む地区は田300円/10a
※要件を満たす限り、加算
措置は次期の事業計画期間
においても適用

工種 事業内容等 助成単価
（令和5年度単価）

畦畔更新 畦畔築立(ﾊﾞｯｸﾎｳ) 14.5万円/100m等

排水口整備 土工,附帯工(桝据付工) 4.0万円/箇所等

水田貯留機能
向上支援

（条件改善推進費）

水田貯留機能向上に向
けた地元調整に関する
調査・調整活動

単年度当たり
300万円迄

農業農村整備事業

住宅街の浸水状況

田んぼの湛水状況

茂原市国府関環境保全会

佐倉市飯田環境保全会

⾧南町下小野田環境保全会

国土交通省カワナビから抜粋

地域で工夫しながら
取り組まれている
「田んぼダム」

「流域治水」の一つとして、
営農しながら取り組むこと
ができる「田んぼダム」の
取組が注目されています。

茂原市柴名・上太田環境保全協議会

白子町南白亀環境保全会

茂原市早野地域資源保全会

茂原市早野地域資源保全会



立地適正化計画について
～被害対象を減少させるための対策～

千葉県都市計画課まちづくり支援室

1

資料７



立地適正化計画の概要

2
※出典：国土交通省 立地適正化計画の手引き

• 平成26年に都市再生特別措置法の改正により創設された制度
• 人口減少を迎える社会においても持続可能な、安全でコンパ
クトなまちづくりに向けた取組を推進

• 居住および都市の機能の立地を緩やかに誘導し、集約化を
目指す計画



防災指針
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・災害リスクの高いエリア
を居住誘導区域から除外
・居住誘導区域外のレッド
ゾーンから居住誘導区域内
への移転を促進

居住誘導区域内の
ハザードエリアでの
ソフト・ハード面で
の防災・減災対策を
防災指針に規定

【令和2年9月 都市再生特別措置法の改正】
立地適正化計画の居住誘導区域内で行う防災対策・
安全確保策を定める「防災指針」の作成

例）浸水想定区域
と建物の階数デー
タの組み合わせ
⇒垂直避難の可能
性等を分析できる

立地適正化計画における防災・減災対策
・災害リスクの高いエリアを居住誘導区域から
原則除外
・居住誘導区域内の残存する災害リスクを分析し、
防災指針を作成

※出典：国土交通省 立地適正化計画の手引き(一部加筆)



流域治水における役割
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①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
②被害対象を減少させるための対策・・・★立地適正化計画
③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

居住誘導区域外の開発を抑制する施策
・居住誘導区域外での開発を届出制に

災害リスクの高いエリアからの移転を促進
・市町村による防災移転支援計画
・防災集団移転促進事業

⇒災害リスクが比較的低く、防災減災対策の
なされた居住誘導区域へ人々を誘導

⇒洪水の被害対象を減らすことにつながる

流域治水の施策

※出典：国土交通省 立地適正化計画の手引き(一部加筆)

届出



立地適正化計画の策定促進に向けて

5

※計画策定済みは１２市町村のみ

・浸水想定区域などの情報提供
・都市計画部門への働きかけ

計画策定に向けた連携をお願いします！

千葉市・木更津市・成田市・習志野市
・柏市・市原市・君津市・栄町

松戸市・佐倉市・流山市・酒々井町

銚子市・船橋市・匝瑳市・芝山町・
長生村

立地適正化計画策定済み
※防災指針策定済み

立地適正化計画策定済み
※防災指針未策定

立地適正化計画策定中


